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　経済安全保障の観点から、半導体の日本国内への安定供給を目的として、ＴＳＭＣが熊本へ工場進
出を決めて 3年が過ぎようとしている。その間に当研究所は進出や半導体関連企業の集積による経済
波及効果を算出し、熊本の経済が受けるインパクトとして提供してきた。
　今回は、ＪＡＳＭ第二工場およびその他関連企業設備投資情報をもとに、経済波及効果を見直した。

（１）国（政府）
　日本の半導体産業は、長らく低迷時期にあったが、経済産業省は日本の半導体関連産業の売上目標
は2030年までに現在の 3倍の15兆円を目標として、経済安全保障と技術革新を両立させることを目指
している（図表 1）。

　2023年 6 月に経済産業省が公表した「半導体・デジタル産業戦略」では、半導体産業の強化を目指
し、主な戦略の項目として国内産業基盤の強化、経済安全保障の確保、生成ＡＩとデジタルインフラ
の整備、そして国際連携の推進を掲げた。具体的には、先端半導体製造技術の共同開発や国内ファウ
ンドリの設立、半導体サプライチェーンの強化、生成ＡＩを活用した情報処理基盤の構築などが含ま
れている。
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１ 半導体産業支援に向けた背景

図表１　半導体生産の売上高増加目標
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（２）熊本県
　熊本県はＴＳＭＣの県内進出を契機として、2023年に「くまもと半導体産業推進ビジョン」を策定
した（図表 3）。同ビジョンの中では、半導体の安定生産に向けてのインフラ整備、人材の育成、産
学官の連携などによる県内経済の成長を目標に掲げている。
　ＴＳＭＣの子会社で熊本工場を運営するＪＡＳＭは、2022年 4 月から第 1工場の建設工事を開始し、
2024年12月には製造・出荷が始まり、新たなフェーズを迎える。設備投資額も大きく、今年 2月に発
表された第 2工場建設を含めると 3兆円を超える。そのＪＡＳＭの工場建設をきっかけとした経済的
なインパクトは、過去にないほどの大きなチャンスとなっている。

図表２　（参考）九州・熊本を産業用先端半導体の世界拠点に
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資料：経済産業省

資料：熊本県ＨＰより

図表３　くまもと半導体推進ビジョン

指標 現状 目標値

半導体関連産業生産額 8,290憶円
（2019年）

₁兆9,315億円
（2032年）

半導体関連企業の新増設件数 13件
（過去10年間の平均）

130件
（2032年度）

半導体関連産業の雇用者数 21,275人
（2019年）

25,490人
（2032年）

県内大学、高専、高校卒業後の
半導体関連企業への就職者数

171名
（2021年度）

255人以上＊
（2032年度）

半導体関連ベンチャー・スタートアップ
企業の創出・進出数（累計）

―
（2021年度）

10件
（2032年度）

県及び関係団体が適用する場における
半導体関連の海外企業と商談件数

54件
（2021年度）

2,500件
（2032年度）

＊各教育機関の取組みを踏まえ、上方修正予定
資料：熊本県ＨＰより
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